






国際エネルギー情勢と今後の展望について 

講師 読売新聞東京本社 編集委員 

                         倉貫 浩一 氏 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

講師プロフィール 

１９８９年 早稲田大学政治経済学部卒 

同 年   読売新聞社入社 浦和支局（現さいたま支局） 

２０１４年 論説委員 

同 年   電力広域的運営推進機関評議員 

       経済省産業構造審議会部会委員 

２０１８年～ 編集委員として経済全般、特にエネルギー問題を担当 

 

 

 

 

ロシア・ウクライナ情勢等に伴い、燃料価格はウクライナ侵攻前と比較すると LNG が約 3.5 倍、石炭

が約 5.9 倍、原油が 4.4 倍と高騰し、市況は大きく変動した。日本の発電電力量の７割は火力発電であり、

燃料のほとんどを輸入に頼っている現状である。 

政府の重要課題はエネルギー価格の高騰に伴う物価上昇をどう防ぐかだ。供給力が限られている天然ガ

ス・LNG 市場の安定には十分な供給量の確保、そのための上流投資に継続的な資金供給が欠かせない。世

界的な LNG の需要増により今後、深刻な供給力不足を招く恐れがある。 

ウクライナ危機で浮き彫りになったのは、エネルギー政策は環境保護（脱炭素 ）の観点だけでは決めら

れないということだ。エネルギー価格と供給量の安定が重要で、環境、経済性、エネルギーセキュリティ

ーの３つ視点をバランスよく進めていく必要がある。 

エネルギーの安全保障と脱炭素の両立は難しい課題であり、そのために CO2 を排出せず、発電コスト

が安く安定供給に資する原子力発電の重要性も見直す必要がある。また、資源を持たない日本においては

石炭火力発電も欠かすことができないことから CO２排出量を抑える工夫をして活かしていく対応が必要

であり、エネルギーの安全保障確保の重要性を諸外国、国際機関に強く訴えて理解を得る必要がある。 

（講演の内容を要約し掲載いたしました。文責：秋経協事務）

局） 



   

 

 

 

講演終了後、小畑保彦副会長（秋北バス㈱代表取締役社長）の乾杯の発声でスタート。 

和やかな会となり、会員同士懇親を深めました。 

 

 

中締めは、小笠原副会長（東北電力㈱執行役員秋田支店長） 
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